















ある。米国では一般的に、「硫黄島の戦い」を 1945 年 2 月 19 日の D デイ、つまり上陸日






















































日本軍約 21,000 人に対し、米軍の上陸軍は約 60,000 人であった（厚生省社会援護局援護
50 年史編集委員会、1997、以下、厚生省とする）。栗林忠道中将は硫黄島へ赴任する前に、
東条英機首相から「どうかアッツ島のようにやってくれ」と頼まれたという（梯、2005）。































よび軍属等は約 240 万人である。つまり、全死者数の 80% 近くが本土から離れた地域で亡
くなっていたのである。戦後の遺骨収集事業が多大なる時間、費用ならびに労力をともな
うものになったということは、この事実一つとっても想像に難くない。
表 1 で示すように、厚生労働省は沖縄における戦没者数を約 188,100 人と推計している。
一方で、硫黄島における戦没者数を約 21,900 人と推計している。沖縄における戦没者数の







硫黄島における戦没者数全体の半数を下回る 10,378 柱（2016 年 2 月末日現在）に過ぎず、
収容率は 47.4% である。北東アジア諸国における収容率と比べても、硫黄島における戦没
者の遺骨収集はあまり進んでいないということが判る。沖縄と硫黄島を含む海外戦没者数
の 53% にあたる約 1,273,000 柱がすでに収容されていることに鑑みると（厚生労働省「地
域別戦没者遺骨収容概見図」、2016）、日本国の領土である硫黄島における遺骨収集事業の
遅れが際立つ。2016 年 2 月末時点で、日本の領土である硫黄島において約 11,522 柱の遺骨






取り上げたのは、「サンフランシスコ平和条約」が批准された 1952 年に開催された第 13 回
国会であった。そして、1952 年 6 月 16 日に、「海外諸地域等に残存する戦没者遺骨の収集
及び送還等に関する決議」が衆議院で採択されたのである。なお、日本政府は米国政府の
承認を得て、1952 年 1 月 25 日から 3 月 3 日まで、硫黄島に遺骨調査団を派遣し、予備調





表 1　2016 年 2月末現在の遺骨収集状況
国・地域名 戦没者概数 収容遺骨概数 未収容遺骨概数 収容率（%）
硫黄島 21,900 10,378 11,522 47.4
沖縄 188,100 187,253 847 99.5
台湾 41,900 26,312 15,588 62.8
北朝鮮 34,600 13,000 21,600 37.6









中国東北部 245,400 39,307 206,093 16
※ 表 1 は、厚生労働省「国内における遺骨収容実施状況（平成 28 年 2 月末現在）」『戦没者慰霊事業
の 実 施 』http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/senbotsusha/seido01/
senbotsusha_shuuyou/dl/05.pdf（2016 年 4 月 3 日確認）、厚生労働省「台湾、北朝鮮、韓国におけ
る遺骨収容実施状況（平成 28 年 2 月末現在）」『戦没者慰霊事業の実施』http://www.mhlw.go.jp/
seisakunitsuite/bunya/hokabunya/senbotsusha/seido01/senbotsusha_shuuyou/dl/05.pdf（2016 年
4 月 3 日確認）、厚生労働省「中国本土における遺骨収容実施状況（平成 28 年 2 月末現在）」『戦没者
慰霊事業の実施』http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/senbotsusha/seido01/
senbotsusha_shuuyou/dl/18.pdf（2016 年 4 月 3 日確認）および厚生労働省「中国東北地方（ノモン
ハンを含む）における遺骨収容実施状況（平成 28 年 2 月末現在）」『戦没者慰霊事業の実施』http://
www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/senbotsusha/seido01/senbotsusha_shuuyou/
dl/03.pdf（2016 年 4 月 3 日確認）を基に筆者が作成したものである。
※ 表 1 の収容率は、小数点第 2 位を四捨五入している。遺骨数の単位は柱である。
※ 台湾の戦没者概数には海没者約 15,500 名が含まれており、遺骨収集の困難な海没者数を差し引く
と 99.7% の収容率となる。同じく北朝鮮の海没者数約 1,500 名を差し引くと収容率 39.3% であり、韓












南方八島における遺骨収集は、1953 年 1 月 31 日に始まり、その年の 3 月 19 日まで続け
られたということが『援護 50 年史』（1997）に記載されている。前年の調査から硫黄「島
内いたるところに掘られた地下壕の中に当時のままのような状態の遺体が残されていた」











欠かせない要素であったと山田浩は指摘する。1946 年 3 月に、連合国最高司令官総司令部
（GHQ）は欧米系島民とその配偶者のべ 129 名のみ小笠原へ帰還することを許した。ただ
し、再定住地は父島に限られた（ジョンソン、1989）。父島とは異なり、硫黄島はほぼ完全
に外部から隔絶された島であった。そして 1950 年 1 月にディーン・アチソン国務長官が日
本列島を米国の安全保障戦略における不後退防衛線であると披瀝したことによって
（Department of State, 1950）、小笠原諸島は米国の軍事政策に組み込まれたのである。
1950 年 6 月に朝鮮戦争が勃発した。朝鮮半島は米国本土から遠く離れているため、兵站
の中継地点が必要であった。極東空軍がその地に選んだのが、滑走路を有する硫黄島で







1953 年 10 月 30 日に、ドワイト・アイゼンハワー米大統領が、海外に展開する米軍基地
に大量の核兵器を配備することで仮想敵国の核による先制攻撃を抑止することを骨子とす
る、「大量報復戦略」を採用した（“A Report to the National Security Council by the 
Executive Secretary on Basic National Security Policy, October 30, 1953”）。そして、戦略
空軍が現実的な核攻撃の手段であった時代において、硫黄島が「大量報復戦略」における
核配備拠点の一つであったことを示す米国の史料がすでに公開されている（“Standing 




に強化していった。1954 年 3 月には、第 7 艦隊が母島と硫黄島において対ソ戦を想定した
大規模な訓練を実施した（Pacific Stars and Stripes, 1954）。翌 1955 年 5 月には、硫黄島に
核シェルターが建設された（Pacific Stars and Stripes, 1955）。そして、その年の 11 月、小
笠原諸島を核基地化したいという米軍部の要求をジョン・フォスター・ダレス国務長官が
承認し、4 ヶ月後の 1956 年 2 月に硫黄島に核兵器が配備された（真崎、2014a）。核兵器が
配備された同じ月に、今度は聟島と硫黄島で再び大規模な訓練が実施され、その一環とし
て聟島およびその海域に模擬核爆弾が投下された（Pacific Stars and Stripes, February 15, 
10, 1956）。
小笠原が返還された 1968 年の 8 月 1 日から 9 日にかけて硫黄島に派遣された遺骨調査団
は、「戦闘中のアメリカ軍の砲爆撃、戦闘後におけるアメリカ軍の飛行場建設や戦場整理













返還することが 1967 年頃から米国の政策立案者らの間で検討され始めた。そして 1967 年
11 月中旬に米国の首都ワシントンで行われた日米首脳会談を経て、日米が小笠原の早期返
還に向けた交渉へ入ることが合意された。その後、1968 年 4 月 5 日の東京における小笠原




（1997）によると、1968 年には、8 月 1 日から 9 日までの約 10 日間しか収集活動が行われ
なかった。翌年 1969 年には 6 月 10 日から 7 月 16 日までの約 1 ヶ月強の一回である。1970
年には 2 月 5 日から 3 月 6 日までの約 1 ヶ月弱と、5 月 26 日から 6 月 6 日までの約 10 日










小笠原返還に日米が合意したのは、1967 年 11 月であった。しかし、米国には条件があっ
た。核を貯蔵することができるという小笠原における米国の既得権を、返還後も保持する
ことを望んだのである（真崎、2014b）。そして、その既得権を認める内容の取り決め、い
わゆる小笠原核「密約」が 1968 年 4 月 5 日の小笠原返還協定の調印式と時を前後して日米
間で交わされ（真崎、2014a）、小笠原は返還された。ただし、父島における核貯蔵が帰島



















さらに、1968 年 3 月、核搭載可能なミサイルの試射施設を硫黄島に設置することについ
て、海上自衛隊国嶋清矩一佐と在日米国大使館防衛駐在官ローレンス・カーツ海軍大佐ら








































































なかろう。米国では、未だ硫黄島（いおうとう）が Iwo Jima と呼称されている。Iwo 
Jima とは米国海兵隊の「栄誉ある犠牲」と「歴史的勝利」によりもたらされた戦利品とし
ての硫黄島を、文字を以って象徴していると言える。米国が占領期の既得権を保持してい
る間は、硫黄島は、いまなお Iwo Jima なのだ。
表 2 において示されているように、近年、硫黄島における遺骨の収容数が減少傾向にあ









表 2　近隣地域等における過去 5年間の収容遺骨数（平成 28年 2月末現在）
国・地域名 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度
硫黄島 344 266 166 42 23
沖縄 159 103 262 194 12
千島・樺太・ アリューシャン 0 2 8 11 31
中部太平洋 588 219 45 62 51
中国東北部　（ノモンハンを含む） 129 4 5 0 0
合計 1,220 594 486 309 117
※ 表 2 は、厚生労働省「近年の収容遺骨数（平成 28 年 2 月末現在）」『戦没者慰霊事業の実施』
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12100000-Shakaiengokyoku-Engo/0000106603.pdf
（2016 年 4 月 3 日確認）を基に、筆者が作成したものである。
※ 単位は柱である。
表 3　時系列で見る硫黄島の軍事利用と遺骨収集（1940 ～ 1950 年代）
米国 小笠原群島・火山列島等 日本
1946 年～ 戦略空軍が発足。 欧米系島民のみ父島へ帰
島。
1950 年～ 朝鮮戦争が争勃。 極東空軍兵站部門を設置し
補給基地化。
1952 年 1-3 月 政府職員等が遺骨の実情を
調査。
1952 年 3 月 1 日のみ遺骨収集。以後、
実施されず。
1953 年～ 「大量報復戦略」を採用。
1953 年 9 月 原子力潜水艦が就役。
1954 年 3 月 第 7 艦隊が母島と硫黄島で
対ソ戦を想定した大規模な
訓練を実施。
1955 年 1 月 NSC5501 を承認。
1955 年 5 月 硫黄島に核シェルターを建
設。
1955 年 11 月 軍部の小笠原核基地化要求
をダレスが許可。


















収集活動において筆者を物心両面で支えてくれた親愛なる Hongfei Jia 氏に心からの謝意を
記したい。
最後に、筆者は戦没者遺族 4 世である。海軍上等水兵として徴兵された曽祖父である尾
関春一は、「硫黄島の戦い」が終わり、沖縄戦が激しさを増す 1945 年 4 月 24 日にフィリピ











1966 年 6 月
硫黄島から全ての核兵器を
撤去。
1966 年 7 月 ポラリスをグアムに配備。
1967 年 11 月 緊急時の小笠原への核貯蔵を条件に返還合意。
1967 年 12 月 非核三原則言明。
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